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「もし憲法が変えられたら、いったいど

んな社会に・・・」

こんな悪夢のような不吉な予感が、実は日

本の科学研究の現場では既に起こっている

のではないかという気がしてきました。

ほんの15～20年程前に、このつくばでも

多くの研究機関が参加した「平和宣言運

動」が起こったということは、確かに誇る

べき歴史的な出来事ですが、現状と比べて

特筆すべきことは、当時は研究機関に働く

人々の中に、そのような運動を支える活力

が存在したということでしょう。残念なが

ら今の研究現場では、とても「研究者の社

会的責任」とか「研究所の社会性」、まし

て「平和の問題」等を考える余裕は殆ど無

くなっているように思われます。

大学を含めた研究機関自体も、ますます

自主性が失われ、政府とか経済界の方針に

引きずられる傾向が強まっていて、「科学

者憲章」の精神はすっかり忘れ去られてい

るようです。どうしてこんな事になったの

かといえば、もちろん今の憲法の精神を快

く思っていない改憲勢力が現在の科学技術

政策を支配しているからと言えるでしょう

（科学技術政策に深く関わっている「総合

科学技術会議」のメンバー構成を見れば一

目瞭然）。

日本学術会議も今ではメンバーの公選制

度も廃止され、「日本国民は、正当に選挙

された国会における代表・・・」という憲

法前文にも反する事態に追い込まれて、と

ても研究者の総意を代表する機関とは言え

ません。

今から10年程前、国会での審議もほとん

ど注目されないうちに超スピードで制定さ

れた「科学技術基本法」の悪い影響が、ハ

ッキリと現れて来たのではないかと考えて

います。幸い1980年に制定された「科学者

憲章」はまだ生き残っているので、これを

拠り所にして、改憲阻止の運動と連動して

歪んだ科学技術の発展方向を本来の向きに

変える運動も必要なのではとの思いを深く

しました。

参考までに少し長くなりますが、「科学

技術基本法」について、その制定当時に書

いた投稿記事から引用してみます。

（金材研組合機関誌記事1996年９月号「科

学技術基本法は科学技術政策の基本理念に

なり得るか？」より抜粋、）

日本の科学技術政策は、内閣総理大臣が

議長を務める科学技術会議（現総合科学技

術会議）で策定され、それを内閣総理大臣

に諮問するという奇妙な形で作成された答

申案に沿って行い、各研究機関の研究管理

もそれを踏襲するという図式が定着してい

る。「科学技術基本法」（1995）とその具

体案である「科学技術基本計画」も共に科

学技術会議で検討され、策定されたもので

あった。

実は1968年にも産業界の強い要請で同じ

ような「科学技術基本法」が国会に提出さ

れたが、日本学術会議や学会が産学協同の

うさん臭さを懸念して反対し、廃案になっ

ている。このような経緯を持っている「基

本法」と「基本計画」が科学技術の健全な
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